
平成 26年度第 26回人事委員会臨時会会議結果 

１ 開催日時   平成27年３月５日(木) 午前９時57分 

２ 開催場所   委員室 

３ 出 席 者   委員長   熊谷 隆司 

 委 員   伊藤 方子 

 委 員   飛澤 重嘉 

事務局長  佐藤 新 

総括課長  花山 智行 

担当課長  小原 由香 

４ 議題 

(１) 会議の公開・非公開の決定 

会議の冒頭、議案第６号を非公開とする旨決定 

(２) 議題 

議案第１号 職員の懲戒の手続及び効果等に関する規則の一部改正について  （公開） 

議案第２号 初任給、昇給、昇格等の基準に関する規則の一部改正について  （公開） 

議案第３号 特地勤務手当等に関する規則及び単身赴任手当に関する規則の一部改正に 

ついて                           （公開） 

議案第４号 職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部改正について （公開） 

議案第５号 職員の育児休業等に関する規則の一部改正について    （公開） 

議案第６号 職員の選考による昇任の決定について    （非公開） 

協議事項１ 教育長の営利企業への従事等の制限に関する規則の制定について （公開） 

報告事項１ 平成 27年度岩手県職員（スポーツ選考）採用選考の実施について （公開） 

５ 審議の状況（結果） 

(１) 公開とした会議 

〔議案第１号〕 

  職員の懲戒の手続及び効果等に関する規則の一部改正について、決定した。 

〔議案第２号〕 

  初任給、昇給、昇格等の基準に関する規則の一部改正について、決定した。 

〔議案第３号〕 

  特地勤務手当等に関する規則及び単身赴任手当に関する規則の一部改正について、決

定した。 

〔議案第４号〕 

  職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部改正について、決定した。 

〔議案第５号〕 

  職員の育児休業等に関する規則の一部改正について、決定した。 

〔協議事項１〕 

  教育長の営利企業への従事等の制限に関する規則の制定について、協議した。 

〔報告事項１〕 

平成 27年度岩手県職員（スポーツ選考）採用選考の実施について、報告があった。 

(２) 非公開とした会議 

〔議案第６号〕 

職員の選考による昇任について、決定した。 

資料はこちら

資料はこちら

資料はこちら

資料はこちら

資料はこちら



  ６ 傍聴人 なし 

 

岩手県人事委員会議についての問い合わせ 

 岩手県盛岡市内丸 10番１号 岩手県人事委員会事務局職員課 

 電話  019-629-6236 

 ＦＡＸ 019-629-6239 

 メール DD0002＠pref.iwate.jp 



議案第１号 

職員の懲戒の手続及び効果等に関する規則の一部改正について 

  平成27年３月５日提出  岩手県人事委員会 委員長  熊谷 隆司 

第１ 改正の趣旨 

独立行政法人通則法等の改正に伴い、所要の整備をしようとするもので

ある。 

第２ 規則案の内容 

(１) 独立行政法人通則法の一部改正に伴い、所要の整備をすること。（第

２条関係） 

(２)  地方独立行政法人法の一部改正に伴い、所要の整備をすること。（第

２条関係） 

第３ 施行期日（附則関係）  

平成 27 年４月１日から施行すること。 
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職員の懲戒の手続及び効果等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成27年 月 日 

岩手県人事委員会 

委員長 熊 谷 隆 司 

岩手県人事委員会規則第 号 

   職員の懲戒の手続及び効果等に関する規則の一部を改正する規則 

職員の懲戒の手続及び効果等に関する規則（昭和37年岩手県人事委員会規則第10号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（地方公共団体又は国の事務等と密接な関連を有する業務を

行う法人） 

（地方公共団体又は国の事務等と密接な関連を有する業務を

行う法人） 

第２条 条例第２条の人事委員会規則で定める法人は、独立行

政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条第１項に規定

する独立行政法人（同条第２項に規定する特定独立行政法人

を除く。）、国立大学法人法（平成15年法律第112号）第２

条第１項に規定する国立大学法人及び同条第３項に規定する

大学共同利用機関法人、地方独立行政法人法（平成15年法律

第118号）第55条に規定する一般地方独立行政法人並びに次

に掲げる法人とする。 

第２条 条例第２条の人事委員会規則で定める法人は、独立行

政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条第２項に規定

する中期目標管理法人及び同条第３項に規定する国立研究開

発法人、国立大学法人法（平成15年法律第112号）第２条第

１項に規定する国立大学法人及び同条第３項に規定する大学

共同利用機関法人、地方独立行政法人法（平成15年法律第

118号）第８条第３項に規定する一般地方独立行政法人並び

に次に掲げる法人とする。 

(１)～(５) ［略］ (１)～(５) ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。 
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議案第２号 

初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部改正について 

  平成27年３月５日提出  岩手県人事委員会 委員長  熊谷 隆司 

第１ 趣旨 

国の例に準じて歯科技工士に係る初任給基準を改正するとともに、独立行

政法人通則法の一部改正に伴い所要の整備をしようとするものである。  

第２ 規則案の内容 

(１) 独立行政法人通則法の一部改正に伴い、所要の整備をすること。（第16

条及び別表第４関係） 

(２) 国の例に準じて、医療職給料表(2)初任給基準表において、歯科技工士に

「短大３卒」の区分を設ける等の改正をすること。（別表第２及び別表第６

関係） 

第３ 施行期日（附則関係） 

  平成27年４月１日から施行すること。 
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初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成27年 月 日  

岩手県人事委員会

委員長 熊 谷 隆 司 

岩手県人事委員会規則第 号   

   初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則 

初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和45年岩手県人事委員会規則第12号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （人事交流等により異動した場合の号給）  （人事交流等により異動した場合の号給） 

第16条 次に掲げる者から人事交流等により引き続いて職員と

なった者の号給について、前２条の規定による場合には著し

く部内の他の職員との均衡を失すると認められるときは、こ

れらの規定にかかわらず、あらかじめ人事委員会の承認を得

てその者の号給を決定することができる。 

第16条 次に掲げる者から人事交流等により引き続いて職員と

なった者の号給について、前２条の規定による場合には著し

く部内の他の職員との均衡を失すると認められるときは、こ

れらの規定にかかわらず、あらかじめ人事委員会の承認を得

てその者の号給を決定することができる。 

(１)～(５) ［略］ (１)～(５) ［略］ 

(６) 独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条

第２項に規定する特定独立行政法人以外の独立行政法人の

職員（以下「一般独立行政法人職員」という。） 

(６) 独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条

第２項に規定する中期目標管理法人又は同条第３項に規定

する国立研究開発法人の職員（以下「中期目標管理法人等

職員」という。） 

 (７)～(９) ［略］ 

別表第２ 級別資格基準表（第４条関係） 

ア～カ ［略］ 

キ 医療職給料表(２)級別資格基準表 

 (７)～(９) ［略］ 

別表第２ 級別資格基準表（第４条関係） 

ア～カ ［略］ 

キ 医療職給料表(２)級別資格基準表 

職 種 試 験 学歴免許等 

職務の級 

職 種 試 験 学歴免許等 

職務の級 

１

級 

２

級 

３

級 

４

級 

５

級 

６

級 

１

級 

２

級 

３

級 

４

級 

５

級 

６

級 

［略］ ［略］ 

歯科技工士 歯科技工士 短大３卒 １ ５ ３ ４ ２ 

０ １ ６ ９ 13 15 

短大卒 ［略］ 短大２卒 ［略］ 

高校卒 ５ ５ ３ ４ ２ 

０ ５ 10 13 17 19 

［略］ ［略］ 

［略］ ［略］ 

 ク ［略］  ク ［略］ 

別表第４（第６条関係） 別表第４（第６条関係） 

経験年数換算表 経験年数換算表 

経 歴 換算率 経 歴 換算率 

国家公務員、地方公務員又は旧公共

企業体、政府関係機関、外国政府の 

［略］ 国家公務員、地方公務員又は旧公共

企業体、政府関係機関、外国政府の 

［略］ 
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 職員、一般独立行政法人職員、国立

大学法人等職員若しくは地方独立行

政法人法職員としての在職期間 

    職員、中期目標管理法人等職員、国

立大学法人等職員若しくは地方独立

行政法人法職員としての在職期間 

   

  ［略］     ［略］   

 ［略］  ［略］ 

別表第６ 初任給基準表（第11条関係） 

 ア～カ ［略］ 

 キ 医療職給料表(２)初任給基準表 

別表第６ 初任給基準表（第11条関係） 

 ア～カ ［略］ 

 キ 医療職給料表(２)初任給基準表 

 職 種 試 験 学歴免許等 初任給   職 種 試 験 学歴免許等 初任給  

  ［略］       ［略］     

 歯科技工士      歯科技工士  短大３卒 １級17号給  

   短大卒  ［略］     短大２卒  ［略］  

   高校卒 １級１号給        

  ［略］       ［略］     

 ［略］  ［略］ 

 ク ［略］  ク ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この規則は、平成27年４月１日から施行する。 
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議案第３号 

特地勤務手当等に関する規則及び単身赴任手当に関する規則の一部改正に

ついて 

  平成27年３月５日提出  岩手県人事委員会 委員長  熊谷 隆司 

第１ 趣旨 

独立行政法人通則法の一部改正に伴い、所要の整備をしようとするもので

ある。 

第２ 規則案の内容 

独立行政法人通則法の一部改正に伴い、下記の規則の規定について所要の

整備をすること。 

(１) 特地勤務手当等に関する規則第５条第１項  

(２) 単身赴任手当に関する規則第５条第１項  

第３ 施行期日等（附則関係） 

平成27年４月１日から施行すること。 
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特地勤務手当等に関する規則及び単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成27年 月 日 

岩手県人事委員会 

委員長 熊 谷 隆 司 

岩手県人事委員会規則第 号 

特地勤務手当等に関する規則及び単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則 

 （特地勤務手当等に関する規則の一部改正） 

第１条 特地勤務手当等に関する規則（昭和46年岩手県人事委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

第５条 条例第30条の３第２項の人事委員会規則で定める者は

、給料表の適用を受けることとなった日（以下「適用日」と

いう。）の前日において、次に掲げる者であった者とする。 

第５条 条例第30条の３第２項の人事委員会規則で定める者は

、給料表の適用を受けることとなった日（以下「適用日」と

いう。）の前日において、次に掲げる者であった者とする。 

(１)～(４) ［略］ (１)～(４) ［略］ 

(５) 独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条

第２項に規定する特定独立行政法人の職員 

(５) 独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条

第４項に規定する行政執行法人の職員 

 (６) ［略］  (６) ［略］ 

２～５ ［略］ ２～５ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （単身赴任手当に関する規則の一部改正） 

第２条 単身赴任手当に関する規則（平成２年岩手県人事委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （権衡職員の範囲等）  （権衡職員の範囲等） 

第５条 給与条例第29条の２第３項及び給与等条例第24条の２

第３項の人事委員会規則で定める者は、次に掲げる者とする

。 

第５条 給与条例第29条の２第３項及び給与等条例第24条の２

第３項の人事委員会規則で定める者は、次に掲げる者とする

。 

(１)～(６) ［略］ (１)～(６) ［略］ 

(７) 独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条

第２項に規定する特定独立行政法人の職員 

(７) 独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条

第４項に規定する行政執行法人の職員 

 (８)・(９) ［略］  (８)・(９) ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 附 則 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。 
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特地勤務手当等に関する規則及び単身赴任手当に関する規則の一部改正について 

１ 改正の趣旨  

  独立行政法人通則法の一部改正に伴い、所要の整備をしようとするものである。 

２ 改正内容 

  独立行政法人通則法の一部改正に伴い、下記の規則の該当規定について所要の整備をすること。 

(1) 特地勤務手当等に関する規則（昭和 46年岩手県人事委員会規則第８号）第５条第１項 

(2) 単身赴任手当に関する規則（平成２年岩手県人事委員会規則第１号）第５条第１項 

【独立行政法人制度の改正の概要】 

  職員の身分が公務員型であった特定独立行政法人が、引き続き公務員型である行政執行法人と非公務

員型の中期目標管理法人に改編されるため、特定独立行政法人職員を国家公務員と同様の取扱いとして

規定している部分について、所要の整備が必要となった。 

改正前 改正後 

独立行政法人 

○特定独立行政法人以外（90法人）

【職員の身分は非公務員】 

○特定独立行政法人（８法人）

  国立病院機構 
国立公文書館 
統計センター 
造幣局 
印刷局 
農林水産消費安全センター 
製品評価技術基盤機構 
駐留軍等労働者労務管理機構 

【職員の身分は公務員】 

国立研究開発法人 

【職員の身分は非公務員】 

中期目標管理法人 

【職員の身分は非公務員】 

行政執行法人 

【職員の身分は公務員】 

※特定独立行政法人の役員及び職員の身分は国

家公務員（改正前通則法第２条第２項） 

※行政執行法人の役員及び職員の身分は国家

公務員（改正後通則法第 51条） 

３ 施行期日 

平成 27年４月１日から施行すること。 

独
立
行
政
法
人 
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議案第４号 

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部改正について 

  平成27年３月５日提出  岩手県人事委員会 委員長  熊谷 隆司 

第１ 趣旨 

児童福祉法の一部改正に伴い、所要の整備をしようとするものである。

第２ 規則案の内容 

児童福祉法の一部改正に伴い、所要の整備をすること。（第７条の２関係） 

第３ 施行期日（附則関係） 

公布の日から施行すること。 
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職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成27年 月 日 

   岩手県人事委員会 

委員長 熊 谷 隆 司 

岩手県人事委員会規則第 号 

   職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部を改正する規則 

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（平成６年岩手県人事委員会規則第30号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （子育て、介護等を行う職員の早出遅出勤務）  （子育て、介護等を行う職員の早出遅出勤務） 

第７条の２ ［略］ 第７条の２ ［略］ 

２ 勤務時間等条例第９条の２第１項第２号及び給与等条例第

26条の７第１項第２号の人事委員会規則で定めるものは、次

に掲げる事業を行う施設又は場所に当該事業を利用する子を

出迎え、又は見送るため赴く職員とする。 

２ 勤務時間等条例第９条の２第１項第２号及び給与等条例第

26条の７第１項第２号の人事委員会規則で定めるものは、次

に掲げる事業を行う施設又は場所に当該事業を利用する子を

出迎え、又は見送るため赴く職員とする。 

(１) 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の２第４項

に規定する放課後等デイサービスを行う事業又は同法第６

条の３第２項に規定する放課後児童健全育成事業を行う施

設 

(１) 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の２の２第

４項に規定する放課後等デイサービスを行う事業又は同法

第６条の３第２項に規定する放課後児童健全育成事業を行

う施設 

 (２)～(４) ［略］  (２)～(４) ［略］ 

３～５ ［略］ ３～５ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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議案第５号 

職員の育児休業等に関する規則の一部改正について 

  平成27年３月５日提出  岩手県人事委員会 委員長  熊谷 隆司 

第１ 趣旨 

職員の育児休業等に関する条例の一部改正に伴い、所要の整備をしようと

するものである。 

第２ 規則案の内容 

職員の育児休業等に関する条例の一部改正に伴い、所要の整備をすること。

（第２条の２関係） 

第３ 施行期日（附則関係） 

公布の日から施行すること。 
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 職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成27年 月 日 

                                            岩手県人事委員会       

                                              委員長 熊 谷 隆 司  

岩手県人事委員会規則第 号 

   職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則 

 職員の育児休業等に関する規則（平成４年岩手県人事委員会規則第15号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（勤務日の日数を考慮して定める非常勤職員） （勤務日の日数を考慮して定める非常勤職員） 

第２条の２ 育児休業条例第２条第４号ア(ウ)の人事委員会規

則で定める非常勤職員は、１週間の勤務日が３日以上とされ

ている非常勤職員又は週以外の期間によって勤務日が定めら

れている非常勤職員で１年間の勤務日が121日以上である非

常勤職員とする。 

第２条の２ 育児休業条例第２条第５号ア(ウ)の人事委員会規

則で定める非常勤職員は、１週間の勤務日が３日以上とされ

ている非常勤職員又は週以外の期間によって勤務日が定めら

れている非常勤職員で１年間の勤務日が121日以上である非

常勤職員とする。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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1/1  

○職員の育児休業等に関する条例 

平成４年３月27日条例第７号 

（育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次のとおりとする。 

(１)～(４) ［略］ 

(５) 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

(ア) 任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に引き続き在職した期間が１年以

上である非常勤職員 

(イ) その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」という。）を超えて特定職に引

き続き在職することが見込まれる非常勤職員（当該子の１歳到達日から１年を経過する日ま

での間に、その任期が満了し、かつ、当該任期が更新されないこと及び特定職に引き続き採

用されないことが明らかである非常勤職員を除く。） 

(ウ) 勤務日の日数を考慮して人事委員会規則で定める非常勤職員 

イ 次条第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員（その養育する子の１歳到達日（当該子につ

いて当該非常勤職員がする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場

合にあっては、当該末日とされた日）において育児休業をしている非常勤職員に限る。） 

ウ その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当

該育児休業に係る子について、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続

き採用されることに伴い、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日を育児休業の

期間の初日とする育児休業をしようとするもの 
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